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第 1 章 イントロダクション














2.2 日本の RTA の締結状況
第 4 章 先行研究
1 独占的競争モデルの空間経済への拡張






























































第 2 章 直接投資と国際貿易
現代の国際経済において、直接投資が及ぼす影響は大きなものになってきている。若杉
(2007)によると、直接投資の増加率は 1970 年から 1984 年の間は 4.2%だが、1985 年から













































































ットで 1993 年以降拡大傾向にあるが、2004 年から急拡大している（図 2.1）。
地域別の投資規模の推移を確認する（図 2.2）。ASEAN は 1997 年でピークを向かえてい
る。近年では、ネットで 2007 年にピークを向かえ、2008 年度は縮小している。中国は 1995
年に一旦ピークを向かえ、近年再び拡大傾向にある。北米は 90 年代初頭において縮小傾向
にあり、一時回復したが、2004 年には ASEAN・中国と同程度の水準にまで縮小した。し
かし、近年は急拡大の傾向を見せており、2008 年はネットで約 4.6 兆円である。
ASEAN への投資規模が縮小している時があるが、これは 1997 年のアジア通貨危機や
2001 年の中国の WTO 加盟によるものと考えられる。ASEAN に対して行われていた投資



























































































































































































2 東アジアとは ASEAN+5 のことを指す。ASEAN+5 の対象国は以下の 13 カ国である。
オーストラリア・中国・インド・インドネシア・マレーシア・フィリピン・韓国・シンガポール・タイ・
ブルネイ・カンボジア・ニュージーランド・ベトナム





















EPA とは、「特定の 2 国間又は複数国間で FTA を柱にヒト、モノ、カネの移動の自由化、
円滑化を図り、幅広い経済関係の強化を図る協定」である。EPA の意義は WTO を中心と
する多角的な自由貿易体制の補完だけでなく、締結国観の構造改革の推進や、政治・外交
戦略上有益な国際環境の形成を実現する点にある。














2.2 日本の RTA の締結状況
署名・締結済の EPA は 11 本ある。相手国はシンガポール・メキシコ・マレーシア・フ
ィリピン・チリ・タイ・ブルネイ・インドネシア・ASEAN・ベトナム・スイスである。日
ASEAN 包括的経済連携（AJCEP)協定は、2008 年 12 月 1 日に日本・シンガポール・ラオ
ス・ベトナム・ミャンマーの間で、2009 年 1 月 1 日からブルネイと、2 月 1 日からマレー
シアと、6月 1日からタイとの間で発効した。東アジアにおいて重要性を増しているASEAN
と相互依存関係が各国で深化しており、ASEAN をハブとする東アジアの FTA が進んでい
る。
交渉中の EPA・FTA は 4 本あり、相手国は韓国・インド・オーストラリア・GCC であ
る。日本のこの締結数は他の主要国と比べると少なく、2007 年時点で米国は発効・妥結数






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































M は工業品の消費を示す合成指数、Aは農業品の消費を表す。  im を各財の消費量、n を
















所得Y 、農業品価格 Ap 、各工業品価格  ip を所与とし、予算制約は以下のようにする。
   
nA diimipApY
0
第 1 段階として、M を買うための最小費用を求める。
42
















































































ここから輸送費用を導入する。氷塊型の輸送モデルを考える。立地点 r から別の立地点 s
に 1 単位を輸送するためにはT 単位が発送に必要な単位となる。立地点 r での工業品価格が
M



























































F を固定費用、 Mc を限界費用とする。企業は以下の利潤最大化問題に直面する。













































































































となる。価格指数の対称均衡の近傍で GwL ,, に関して線形化すると









































































































































第 5 章 産業内貿易の 3 国間空間経済への拡張
本章では藤田・クルーグマン・ベナブルズ(2000)のモデルから変更点のあるモデル分析を行
う。その変更点とは企業の国籍を明確にした点、3 国間貿易に限定した点、生産工程を 2 段
階にした点がある。
1 仮定
経済には日本(1)・米国(2)・東アジア(3)の 3 国だけ存在する  3,2,1r 。2 部門経済で工業
は独占的競争市場、農業は完全競争市場とする。日本企業は 1n 社、米国企業は 2n 社存在す
る。工業財の生産工程は 2 段階あると仮定する。企業は 1 段階目として自国で 1 種類の中
間財を生産する。2 段階目として 1 種類の中間財から 1 種類の最終財を生産する。消費者の




したい場合は  1T 単位の財を輸送しなければならないとする。分析の簡略化のため農業
財には輸送費がかからないとする。
経済全体の工業労働供給と農業労働供給が以下のようになるように単位を選ぶ。






























































する（  1,0,1   ）。価格指数を以下のようにおく。
46

























































   ipip Mr
M
r 21 , は消費者が直面する価格、    ipip 21 , は企業の供給価格である。日本の価格
体系は以下のような関係を持つ。
   iTpip M 111 
   iTpip M 212 
日本の消費者の効用最大化問題を解くと以下のような結果が得られる。
     1
1
1111 ,,1, niGipTYim 
 
     2
1
1212 ,,1, niGipTYim 
 
1n 社 2n 社























   iTpip M 121 
   iTpip M 222 
米国の消費者の効用最大化問題を解くと以下のような結果が得られる。
     1
1
2121 ,,1, niGipTYim 
 
     2
1
2222 ,,1, niGipTYim 
 



















   ipip M 131 
   ipipM 232 
効用最大化問題を解くと以下のような結果が得られる。
     1
1
3131 ,,1, niGipYim 
 

     2
1
3232 ,,1, niGipYim 
 









































         ilwilTwixipi jjjjjjj 33
 ix は第 i 財の生産量、wは労働賃金とする。労働関数を以下のようにおく。
    Fixcil jjj 
    Fixcil jj  33
cは限界費用  3cc j  、 F は固定費用とし、共に外生変数とする。東アジアの労働賃金は
企業が以下のように決定する。 k は内生的に決定される。



















































































































































































































これから k により MM LL 3231 , の比率、つまり東アジア内の労働力配分が内生的に決まる。
2.3 市場均衡
企業の第 i 財の需給一致を確認していく。











































































東アジアの労働賃金は jjj wkw 3 で決定されるので以下のようになる。


























東アジア内の工業の労働力移動は可能なので 32313 www  となる。これより jk の決定条
件式が以下のようになる。



















東アジアに工業部門は立地しないので 03  となる。
3.1 需要部門
   ipip MM 21 , は消費者が直面する価格、    ipip 21 , は企業の供給価格である。日本の価格
体系は以下のような関係を持つ。
   ipip M 111 
   iTpip M 212 
日本の消費者の効用最大化問題を解くと以下のような結果が得られる。
     1
1
1111 ,,1, niGipYim 
 






     2
1
1212 ,,1, niGipTYim 
 



















   iTpip M 121 
   ipip M 222 
米国の消費者の効用最大化問題を解くと以下のような結果が得られる。
     1
1
2121 ,,1, niGipTYim 
 
     2
1
2222 ,,1, niGipYim 
 




















   iTpip M 131 
   iTpip M 232 
効用最大化問題を解くと以下のような結果が得られる。
     1
1
3131 ,,1, niGipTYim 
 
     2
1
3232 ,,1, niGipTYim 
 
















































         ilwilwixipi jjjjjjj 
 ix は第 i 財の生産量、wは労働賃金とする。労働関数を以下のようにおく。
















  Fil j 





















































































jn1 とする（ 2,1j ）。前述の分
析より以下のようになる。
 






























jj nn 21 , の大小関係を求める。ここで両方のケースにおける自国の工業人口は必ずしも等
しくない。何故ならば、自国で全て生産を行う場合は東アジアには工業労働者は存在しな






21  jj  とする。

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